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日本のがん患者数は全国でおよそ32万人。
“がん患者”の約1/3は労働者という事実。 今後、会社でのがん患者は増えていきます。
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　その理由のひとつは、「女性の社会進出」と「定年延長」です。
　54歳までの若い世代ですと女性のほうが男性よりがんと診断される方の数が多い。30代ですと女性患者の数は男性の3倍です。女
性の社会進出が進めば、会社でのがん患者の数が増えることになります。一方、55歳以降になると、男性でがんと診断される方の数が
女性の数を追い抜いて、急速に増えていきます。男性の方が老化の影響が格段に大きいのです。そのような中で定年が55歳から60歳、
60歳から65歳へと引き上げられれば、55歳～60歳の男性がん患者、つまり男性の会社員のがん患者が増えることになります。
　これらの理由から、今後いっそう会社でのがん対策が求められます。いまやがんの半数以上が治る時代です。またがん患者さんの約
1/3が20歳～65歳までの働く世代です。ですから今後会社の中で働きながらがんの治療を続ける人が増えることは間違いないと思わ
れます。
　健保組合の財政にとっても、この現役世代のがん患者さんの増加は非常に大きな問題になっています。がん治療の医療費も高騰して
おり、医療費は月数10万にもおよぶことがあります。そういう点でも、がん検診によって早期に見つけることは重要になります。早期に見
つけた場合、治療期間もそれに伴う費用も非常に限定的になるからです。今後ますます『がん対策推進企業アクション』の重要性が高ま
ることでしょう。
　2012年度までは、『がん検診企業アクション』という通称で呼ばれていた本事業ですが、『がん対策推進企業アクション』に名称変更
いたしました。その背景として、もちろんがん検診は非常に重要ですが、職場での受動喫煙対策や、仕事をしながらの通院、闘病につい
ても重要なテーマとなります。また、まだまだ日本では‘がんの患者さんになると苦しむ’というイメージがあるわけですが、これはがんに
関する痛みをとるケア、つまりがんの緩和ケアに関する取り組みの遅れが一因としてあります。その遅れは検診受診率に影響を与える
可能性があり、「がんは痛い、怖い、だから検査して何か言われたら嫌だから検査しない」という方も中にはいらっしゃいます。このよう
に、緩和ケアや就労の問題も含めてがん全体を職域の中で知るということ、これが会社をがんから守る最善のすべであります。そういう
想いで、これまではがん検診に特化していた名称を、このたびの『がん対策推進企業アクション』という名称に変えたわけです。

挨ご 拶
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出典：国立がん研究センターがん情報サービス

性別・年齢別がん罹患数

女（2011）男（2011）

60代から、全がんで罹患が増
える傾向に。定年の延長によ
り就業者に占める“がん”の割
合も増えています。

女性の“がん”は30～40代か
ら増えています。女性就業率
の上昇で、就業者に占める
“がん”の割合が増えます。

アメリカンファミリー生命保険会社
広報部社会公共活動推進課長　
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COLUMN

がん死亡者数の
推移
“がん”は1981年（昭和56年）より日本人の死因の第1位で、
現在では、年間約36万人の国民が“がん”で亡くなっています。

がん大国日本に
ブレーキをかけたい
日本は、人口比における“がん”の死亡割合が世界でも高く、
その実態は世界一の“がん大国日本”といっても過言ではありません。
企業にとっても、“がん”による人材の損失リスクは無視できない深刻な問題です。

出典：厚生労働省「平成26年 人口動態統計」

36.8

163

8,39721

9,70614
33.1

24.4

＊厚生労働省「平成26年 人口動態統計」

＊平成23年 国立がん研究センターがん情報サービス

3,7923

＊厚生労働省「平成25年 国民医療費」 

＊厚生労働省「平成26年 患者調査」 

12 9,400
17 1,400

11.8
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働き盛りの女性に
がん患者が増えている

日本の検診受診率は
低すぎる

（20～69歳）

45.8%

33.8%
41.4%

34.5%
42.1% 43.4%

47.5%

37.4%

子宮頸がん

出典：OECD, OECD Health at a Glance 2015, Nov 2015

男女の年代別がん罹患数 （2011年） 日本のがん検診の受診率

がん検診の国際比較年齢階級別がん罹患率推移 （1981年、2011年）

2.61.7
40％程度と、まだまだ低いのが現状です。

諸外国の子宮頸がん、乳がん検診受診率が50～85％に対し、
日本の検診受診率は向上してきているものの、

諸外国では、乳がん検診・子宮頸がん検診は、国策として対策型検診が行われており、高い受診率を維持しています。
一方、アメリカでは任意型検診が主体ですが、子宮頸がん検診・乳がん検診は高い受診率を維持しています。
これら先進国の中で、日本の受診率は40%代と極めて低いのが実情です。

84.5%
(2012) 78.1%

(2013)
64.7%
(2013)

77.0%
(2013)

51.7%
(2013)

75.9%
(2013) 72.2%

(2013)
72.2%
(2013) 64.3%

(2013)

41.0%
(2013)

55.0%
(2012)

42.1%
(2013)

57.3%
(2012)

80.8%
(2012)

（50～69歳）
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がん

治療次回検診へ

がん検診によりがん死亡を減少させるためには、有効な検診を
正しく実施しなければなりません。有効性評価に基づく
がん検診のガイドラインに沿ったがん検診の推進をお願いします。

死亡率減少効果が認められた
科学的根拠のある検診を

検診項目 がん検診の流れ

精密検査

精密検査受診の
重要性
がん検診を受けて「精密検査が必要」と判断されても、
“再検査を受けていない”、という人が多数います。
精密検査や治療を受けなければ、がん検診の効果はなくなってしまいます。

がん検診は、一見健康な人に対し、「がんがありそう（異常あり）」「がんがなさそう（異常なし）」を判定し、
『ありそう』と判断された人を精密検査で診断し、救命できるがんを発見することが目的です。

異常なし 異常あり

がん検診がん検診がん検診

異常なし
または

良性の病変

精密検査や治療を受けなければがん検診の効果はなくなってしまいます。

がん検診は、「がんがある」「がんがない」ということが判明するまでのすべての過程を指します。がん検診を受けて
「異常がない」場合は、定期的に次回の検診を受診することになりますが、「要精密検査」と判断された場合には、精密
検査を受診することが必要です。精密検査を受けて『異常なし、または良性の病変』であったときには次回の検診へ、
となります。しかし“がん”と診断された場合は、治療に進むことががん検診の流れです。

重要
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COLUMN

検診結果の把握方法・要精密検査対象者への受診勧奨

要精密検査対象者への受診勧奨方法

健康管理部門 産業医 健診機関 上司 健保組合

要精密検査対象者への
受診勧奨
要精密検査対象者を把握している企業・団体はおおよそ4割程度。
従業員に受診有無を確認することが、
がんの早期発見につながります。

要精密検査対象者の報告は、健診機関から企業に行うケースがもっとも多くなっています。また、従業員本人への
受診勧奨は社内の保健・健康管理部門がもっとも多く、大企業では産業医が勧奨を行うケースも多くなっています。

従業員の検診結果を把握する方法（主なもの）

（N=284)

要精密検査対象者への勧奨者（複数回答）

45.145.1%%45.1%

17.3%

12.3

64.8% 34.4% 27.2% 17.6% 4.8%

61.2% 16.3% 18.4% 26.5% 12.2%

68.6% 22.9% 14.3% 31.4% 5.7%%

健診機関 会社へ通知

健診
機関 健保

本人
会社
と

健診
機関 健保 本人 会社

どうやって？ 誰が？

要精密検査対象者への受診勧奨方法は、
企業によって様々な方法が取られています。
社員に直接問い合わせるなど、
個人情報の壁を越えて情報収集を行い、
勧奨等につなげています。

従業員への受診勧奨は、大企業は「文書」や「メール」
で伝えることが多く、中小企業は「直接会って伝え
る」ケースが多くなっています。尚、精密検査を受け
たかどうかの確認方法は、本人から会社に報告する
といったケースが6割を超えています。

38.7%

64.0%

56.5%

73.4%

40.0%

0.8% 0.0%

0.0% 0.0%
3.2% 2.4%

23.2%

中小企業は
直接伝える
ケースが多い

大企業（N＝124）
中小企業（N＝125）

口
頭
で
伝
え
る

電
話
や
メ
ー
ル
で

連
絡
す
る

文
書
で

連
絡
す
る

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

無
回
答

出典：がん対策推進企業アクション  平成27年度  企業におけるがん検診の実施状況

出典：がん対策推進企業アクション  平成27年度  企業におけるがん検診の実施状況

(把握している企業のみ)

がんと診断された従業員がいた企業は約半数にのぼります。
しかし、実際には「がんと診断された従業員の有無」を把握している企業は
全体の3割程度しかありません。

約半数の企業に“がん”と
診断された従業員がいる

2014年度にがんと診断された従業員の有無

全体

5,000人以上

1,000～4,999人

300～999人

100～299人

20～99人

1～19人

傷病手当金（健康保険）

傷病休暇制度

業務内容や職種、勤務地などの変更

勤務時間の変更

勤務日・勤務日数の変更

産業医や産業保健スタッフなどの
専門スタッフによる相談支援

独自の賃金等補償制度
（補助金・見舞金を含む）

N=382

N=32

N=64

N=62

N=64

N=86

N=68

（％）

がんと診断された従業員の就労支援のための制度・取り組み (企業規模別）

約半数の企業にがんと診断された従業員がおり、中小企業より大企業の方が把握している。

約半数の大企業で産業医や専門スタッフによる支援制度がある。
中小企業は、制度面では未整備のところが多いが、個別対応で支援している可能性が高い。

従
業
員
数

46.1%

0 20 40 60 80 100

（％）0 20 40 60 80 100

93.8% 6.3%

93.8%

94.1%

64.5%

32.8%

22.1%

67.2%

77.9%

35.5%

6.3%

5.9%

53.9%

75.4%

50.2%

40.9%

48.8%

20.4%

37.0%

21.9%

27.3%

18.5%

17.8%

24.4%

12.5%

29.0%

49.5%

いた

(回答が20％以上のもの）

いない

大企業 N＝297
N＝279中小企業

出典：がん対策推進企業アクション  平成27年度  企業におけるがん検診の実施状況

出典：がん対策推進企業アクション  平成27年度  企業におけるがん検診の実施状況
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がん対策に積極的な企業表彰
がん対策に積極的に取り組む企業に対し、総合的にがん対策が進んでいる企業を表彰する
「厚生労働大臣賞」と「がん対策推進パートナー賞」を創設しています。昨年度は５９件の企業・団体から
ご応募をいただき、受賞企業・団体を決定・表彰いたしました。

体制・個別対応による
中小企業の就労支援
中小企業の就労支援制度は未整備のところがまだまだ多いですが、
がんと診断された従業員への具体的な配慮・取り組みとして
個別対応による就労支援を実践しているところもあります。

COLUMN

乳がん、大腸がん、肝がん罹患勤労者への職場復帰支援の例

(意向も含む／企業規模別）

14.5%

治療の影響に伴い配置転換の必要が
ある場合には、配置転換を行う

産業医やカウンセラーなどと定期的に
相談できる場を設ける

本人が働き方の見通しを立てられるよう
サポートを行う

上司や人事、保健担当者などと
定期的に相談できる場を設ける

病気や体調を同僚・上司・関係者に
伝えられるよう、サポートを行う

休職中に職場とコミュニケーションが
とれるようにする

急な体調の変化で業務に支障が出る場合
にも気兼ねをせずにすむ体制

就労継続と治療のための制度と相談窓口
について、十分に説明を行う

就労継続をしてほしいと伝える

がんと診断された従業員への具体的な配慮・取り組み

（％）0 20 40 60 80 100

40.4%

37.0%

30.5%

21.9%

35.4%

31.7%

29.0%

29.0%

28.3%

26.9%

30.8%

25.6%

25.3%

19.4%

21.1%

31.9%

38.7%

（回答が20％以上のもの）

出典：独立行政法人 労働者健康福祉機構「労災疾病等13分野医学研究・開発、普及事業【第2期】」

❶７０歳以下でがんと診断された被雇用者
❷乳がん、大腸がん、肝がんのいずれかの罹患者

㋑がんの診断・告知　㋺勤労者の職場復帰に対する意志の確認
㋩治療内容、勤務状況、社会保障制度等の情報収集

３つのステップを基本に「がん罹患勤労者の治療と就労両立支援のための手引き」
をもとにコーディネーター（MSW、がん認定看護師）が直接支援を行う

大企業 N＝297
N＝279中小企業

対象者

主治医ががんの診断を行い、本人に告知、情報収集を行う第1
ステップ

第2
ステップ

第3
ステップ

㋑診療スケジュール、治療計画の作成　㋺化学療法等の治療の副作用及び注意点
㋩復職時に配慮されるべき事項の整理　㋥職場復帰の可否の判断　㋭職場復帰予定日　
㋬QOLや労働能力の評価

職場復帰の可否の判断、職場復帰支援情報の作成・提供を行う

㋑体調や精神的症状の確認・フォローアップ　㋺勤務状況の確認、就業上配慮されるべき事項の確認
㋩職場復帰支援情報の評価と見直し

職場復帰後の経過観察・フォローアップを行う

出典：がん対策推進企業アクション  平成27年度  企業におけるがん検診の実施状況

株式会社ワコールホールディングス
ワコールではお客様の多くが女性、商品がブラジャーといったこともあり、がん対策の第一ターゲットは乳がん。乳がん
で乳房の摘出をされてしまった方のケアが始まったのは1974年。長い歴史の中で、乳がん以外のがんについても積極
的・真面目に取り組まなければとならないという風土も出来上がってきた。　会社と健保組合、労働組合が一体となっ
た健康経営という活動が始まるため、このような賞に恥じないような有意義な活動を続けていきたい。

100人にも満たない小さな会社だからこそ、社員一人の存在が大きい。また、配偶者が病気になった時の損失も
とても大きい。その為わが社では全社員とその配偶者の検診を会社負担でうけさせてきた。中小企業こそ財産は
人材しかない。これからも積極的に投資していき検診受診率を上げていきたい。

3年前に事業主と健康保険組合が検診の内容を見直そうということで、がんの早期発見・撲滅をめざした健康診
断に内容を変更した。蓄積したデータをそれぞれの産業医スタッフや健康保険組合の保健師が見ることができ
るようにし、社員の健康管理を行っている。これからより一層、社員とその家族の健康診断の中身を充実させて
いこうと思う。

社員に身近な存在であることを健康管理に携わる看護師たちが心がけており、日々の健康相談の中でがん対策
が出来るようにコツコツと活動してきた。益々社員の健康を目指してこれからも活動していきたい。

創業当時から様々な形の情報発信に取り組んできた。今回の受賞を機に、また気持ちも新たに全社を挙げてがん
に関する情報発信を皆様に行っていきたい。

厚生労働大臣賞

がん対策推進企業パートナー賞 ［検診部門］  株式会社古川

がん対策推進企業パートナー賞 ［検診部門］  リコー三愛グループ健康保険組合

がん対策推進企業パートナー賞 ［就労部門］  株式会社アシックス

がん対策推進企業パートナー賞 ［がんの情報提供部門］  アフラック

私もがんと闘私もがんと闘い、今は元気に働いていま今は元気に働いています。
阿南阿南 里恵里恵さんさんがん対策推進企業アクション アドバイザリーボードメンバーがん対策推進企業アクション アドバイザリーボードメンバー

　私は23歳の時に子宮頸がんになりました。当時働いていた職場は、抗がん剤や手術、放射線治療を終
えた後、体力の低下や脱毛で職場に戻る自信を失い退職してしまいました。１年後に再就職をしましたが、
後遺症のため仕事に影響が出て「皆さんにご迷惑をおかけしている」という思いからまた退職。その後も
職を転 と々し、経済的にも精神的にも不安定な日 を々過ごしていました。
　５年の経過観察を終え、がんの啓発活動に携わるようになったところ、講演を通してやっと再び前向きに
生きる力を取り戻すことが出来ました。もう一度自分のやりたいことにチャレンジしてみたい！ そうした強い思
いが湧いて、今年の春に関東での生活を清算し、実家のある大阪に11年ぶりに引っ越しました。
　関西でいくつも受けた採用試験では履歴書にがんのことを記載しました。たくさん不採用の連絡が届いた
中、現在勤めている会社は面接をしてくれたので、勇気を出して後遺症のことも伝えました。その結果、憧れ
だった学校や保育所、高齢者施設やホテルなど、まさに街を作るゼネコンに就職ができました。がんだから、
後遺症があるからと、一時は諦めていましたが、もう一度自分の人生を信じて頑張っていきたいと思います。

【プロフィール】 阿南里恵（あなみ りえ）
1981年東大阪市生まれ。23歳で子宮
頸がんを発症、治療後、さまざまな困難を
乗り越え、起業や講演会活動に取り組ん
できた。2016年4月より中川企画建設株
式会社に勤務。がん対策推進企業アク
ションアドバイザリーボードメンバー。

【平成27年度 がん検診50％推進全国大会】 受賞企業のコメント
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推進パートナー登録と
参加のメリット
推進パートナーに参加することで、がん対策の最新情報とがん対策を推進する為のツールを提供いたします。
社員とその家族をがんから守る経営姿勢を示すことで社会面では、CSR（企業の社会的責任）を果たす企業
として好イメージの確立など、大きな効果が期待できます。
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推進パートナー申請 推進パートナー登録
がん対策の最新情報の
提供と好事例の共有

企業アクションから提供する
がん対策啓発ツール

●事業概要パンフレット

●メールマガジンの送付

●ポスター
●DVDなど

●事業説明会

●推進パートナー勉強会

●推進パートナーアンケート

●ホームページより
　推進パートナー
　のご登録

●推進パートナー登録証

●事業概要チラシ

●ニュースレター

●冊子「がん検診のススメ」
がんを知り、がんに向き合う。
従業員の皆様に。
そのご家族や友人に。
全68ページ。

推進パートナー従業員の
がん検診を啓発するツール。
がん月間に向けて
印刷したポスターと
PDFデータを提供。

企業アクションの趣旨、がんの
現状や、がん検診等について情
報をわかりやすくまとめてい
ます。

当ホームページから、
簡単な手続きで登録が
完了します。

企業・団体の責任者、担当者に定期的
（月１回）にがん対策の最新情報を提供
します。

がん対策の最新情報を解りやすく推進
しやすい内容で毎月１回PDFデータで
提供します。

参加のメリットなど、がん対策推進企業アクション全体を
ご紹介するパンフレットです（当パンフレット）。

登録された企業・団体には登録証を
お送りします。


